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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第104期
第３四半期
連結累計期間

第105期
第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

第105期
第３四半期
連結会計期間

第104期

会計期間

自  平成21年
４月１日
至  平成21年
12月31日

自  平成22年
４月１日
至  平成22年
12月31日

自  平成21年
10月１日
至  平成21年
12月31日

自  平成22年
10月１日
至  平成22年
12月31日

自  平成21年
４月１日
至  平成22年
３月31日

売上高 (千円) 21,227,26624,102,9577,666,9018,360,94528,992,237

経常利益 (千円) 252,7041,306,832311,316 344,998 728,932

四半期(当期)純利益 (千円) 183,1071,330,501260,883 237,673 423,469

純資産額 (千円) ― ― 16,567,04018,116,41317,145,659

総資産額 (千円) ― ― 35,810,78637,469,04235,705,215

１株当たり純資産額 (円) ― ― 728.77 794.86 753.00

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 8.23 60.16 11.80 10.75 19.06

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 45.0 46.9 46.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,707,4752,390,416 ― ― 3,016,146

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △907,097△390,192 ― ― △1,127,999

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △549,901△776,690 ― ― △1,411,350

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,913,1103,240,4892,136,821

従業員数 (名) ― ― 660 636 654

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　第104期、第104期第３四半期連結累計(会計)期間及び第105期第３四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 636（176）

(注)　１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者数を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

 ２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載しておりま

す。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 507（130）

(注)　１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

 ２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

塗料関連事業 1,734,504 ─

自動車製品関連事業 3,428,450 ─

合計 5,162,954 ─

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３  その他の事業では生産活動は行っておりません。

　
(2) 受注実績

当グループは受注による生産は僅かであり、主として見込生産によっておりますので、受注ならびに受

注残高について特に記載すべき事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

塗料関連事業 3,411,267 ─

自動車製品関連事業 4,946,471 ─

その他 3,206 ─

合計 8,360,945 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱中外 1,401,284 18.3 1,200,950 14.4

本田技研工業㈱ 808,419 10.5 832,577 10.0

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ（当社および連結会社）

が判断したものであります。

　
（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国への輸出拡大などによる企業収益の改善に

より景気は緩やかな持ち直しが見られましたが、新車買い替え補助金打切りなど景気対策効果の一巡や

原油価格高騰に伴う原材料価格の上昇、円高の進行など、景気の先行きは不透明な状況の中で推移しまし

た。

　このような厳しい事業環境のもと、当社グループでは、顧客ニーズに合致した環境対応型の製品や価格

競争力のある新製品開発に取り組むとともに、受注活動に努めてまいりました。また、原価低減活動や固

定費削減など収支改善に取り組んでまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、主に自動車の需要回復による関連製品の販売増加

などにより83億６千万円（前年同期比9.1％増）となりました。

損益につきましては、売上増と徹底したコスト削減効果により営業利益は１億６千２百万円（前年同期

比398.9％増）となりました。経常利益は持分法投資利益等の増加により３億４千４百万円（前年同期比

10.8％増）、四半期純利益は２億３千７百万円（前年同期比8.9％減）となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
① 塗料関連事業

当セグメントの品種別売上高につきましては、合成樹脂塗料は、建築屋根材を中心に前年同期比6.6％

増加しました。防水材は、前年同期比△1.5％と若干減少しました。床材・舗装材は、公共施設物件や民間

設備投資の需要回復により前年同期比10.3％増加しました。工事関連では、マンション等改修工事の受注

増加により前年同期比36.7％増加しました。

　この結果、当セグメントの外部顧客への売上高は34億１千１百万円、セグメント利益は５千１百万円と

なりました。

　
② 自動車製品関連事業

当セグメントの品種別売上高につきましては、新車買い替え補助金打切りによる反動で国内自動車生

産台数は前年同期比減少しましたが、新規受注増加により、防錆塗料は、前年同期比5.7％、吸・遮音材は、

前年同期比4.1％とそれぞれ増加しました。制振材は、水系塗布型（防錆塗料）への切替えによる減少な

どで前年同期比5.2％減少しました。

　この結果、当セグメントの外部顧客への売上高は49億４千６百万円、セグメント利益は１億１千１百万

円となりました。

　
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ17億６千３百万円増加し、

374億６千９百万円となりました。主な増減要因は、現金及び預金の増加11億７百万円、受取手形及び売掛

金の増加9億２千７百万円ならびに有形固定資産の減少６億７千７百万円によるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ７億９千３百万円増加し、193億５千２百万円となりました。主な

増減要因は、支払手形及び買掛金の増加11億６千９百万円、借入金の減少５億４千８百万円によるもので

す。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ９億７千万円増加し、181億１千６百万円となりました。主な増

減要因は、利益剰余金の増加11億８百万円、為替換算調整勘定などの評価・換算差額等の減少１億８千３

百万円によるものです。
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（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ11億３百万円増加し、32億４千万円となりました。

　営業活動による資金は、７億３千３百万円の収入（前年同期比０百万円減少）となりました。この主な

要因は、減価償却費４億７千９百万円、売上債権の増加による減少９億６千１百万円、仕入債務の増加12

億１百万円によるものです。

　投資活動による資金は、５億９千１百万円の支出（前年同期比３億８千７百万円増加）となりました。

この主な要因は、有形固定資産の取得による支出２億８千万円、関係会社出資金の払込による支出１億５

千万円によるものです。

　財務活動による資金は、２億７千１百万円の支出（前年同期比３億５千万円増加）となりました。この

主な要因は、長期借入金の返済による支出３億６千３百万円によるものです。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
（5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億７千１百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,611,20023,611,200
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 23,611,20023,611,200― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成23年2月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　当社は会社法に基づき新株予約権を発行しております。
　　　〈第4回新株予約権（平成18年6月23日決議分）〉

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数（個） 　489（注）1、5

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（数） 　489,000（注）2、5

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり820（注）3

新株予約権の行使期間 　平成20年８月１日～　平成23年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　  820　　
　資本組入額　473　　　

新株予約権の行使の条件 　(注)4

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は認　
　めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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　(注)１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予

    約権の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てます。

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

    また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新

    設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

　　し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は(新株予約権の行使を除
　く)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たり時価

　 既発行株式数＋新規発行株式数

　　　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済

株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込金額」を「１株当たり譲渡価額」に、

それぞれ読み替えます。

　　　以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行います。

４　新株予約権の行使の条件

　(1)新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要する。た

だし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、または当社の

従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。

　(2)新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。

　(3)新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

　(4)その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約」に定めるものとする。

５　2名辞退及び1名退職により、新株予約権の数9個と新株予約権の目的となる株式の数9,000株は失権していま

す。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　   　 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月 1日～
平成22年12月31日

－ 23,611,200 － 4,753,085 － 4,258,867
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(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年9月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式　　 1,416,900
（相互保有株式）
普通株式　　　 204,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　21,972,100 219,721 ―

単元未満株式 普通株式　　　　17,500 ― ―

発行済株式総数 23,611,200― ―

総株主の議決権 ― 219,721 ―

(注)  単元未満株式数には当社所有の自己株式1株および相互保有株式69株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本特殊塗料株式会社

東京都北区王子5－16－7 1,416,900 ― 1,416,9006.00

（相互保有株式）
富士産業株式会社

神奈川県平塚市東八幡　
5－11－3

163,200 ― 163,200 0.69

（相互保有株式）
梅居産業株式会社

福岡県福岡市博多区榎田
1－7－42

35,000 6,500 41,500 0.18

計 ― 1,615,1006.5001,621,6006.87

(注) 他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

　加入持株会における共有持株数 　ニットク親和会 東京都北区王子5-16-7
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　4月 　5月 　6月 　7月 　8月 　9月 10月 11月 12月

最高(円) 391 389 344 335 367 364 358 349 364

最低(円) 360 327 316 308 308 325 305 300 322

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所第一部における実績であります。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,370,433 2,262,565

受取手形及び売掛金 ※５
 9,885,699 8,958,259

有価証券 146,641 －

商品及び製品 1,020,064 1,046,335

仕掛品 306,244 240,137

原材料及び貯蔵品 804,630 728,351

繰延税金資産 609,878 571,129

その他 84,488 434,145

貸倒引当金 △22,105 △32,151

流動資産合計 16,205,975 14,208,773

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１, ※２
 3,473,895

※１, ※２
 3,646,846

機械装置及び運搬具（純額） ※１, ※２
 3,154,927

※１, ※２
 3,580,779

その他（純額） ※１, ※２
 4,584,267

※１, ※２
 4,663,217

有形固定資産合計 11,213,089 11,890,842

無形固定資産 92,352 111,173

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 8,123,932

※２
 8,106,789

繰延税金資産 411,912 471,487

その他 1,429,282 927,841

貸倒引当金 △7,503 △11,691

投資その他の資産合計 9,957,624 9,494,426

固定資産合計 21,263,067 21,496,442

資産合計 37,469,042 35,705,215

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

13/32



(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※５
 7,647,849 6,477,939

短期借入金 ※２
 1,430,410

※２
 2,218,419

未払法人税等 248,984 83,099

その他 ※２
 2,364,846

※２
 2,293,752

流動負債合計 11,692,090 11,073,211

固定負債

長期借入金 ※２
 4,868,194

※２
 4,628,554

退職給付引当金 2,749,213 2,817,875

その他 43,130 39,915

固定負債合計 7,660,537 7,486,344

負債合計 19,352,628 18,559,556

純資産の部

株主資本

資本金 4,753,085 4,753,085

資本剰余金 4,362,370 4,362,370

利益剰余金 8,533,442 7,424,884

自己株式 △495,178 △494,875

株主資本合計 17,153,719 16,045,464

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,226,524 1,213,790

為替換算調整勘定 △802,587 △606,578

評価・換算差額等合計 423,937 607,211

新株予約権 61,519 61,519

少数株主持分 477,238 431,463

純資産合計 18,116,413 17,145,659

負債純資産合計 37,469,042 35,705,215
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 21,227,266 24,102,957

売上原価 17,296,813 19,144,089

売上総利益 3,930,453 4,958,868

販売費及び一般管理費 ※
 4,053,858

※
 4,251,268

営業利益又は営業損失（△） △123,405 707,600

営業外収益

受取利息 1,399 3,256

受取配当金 49,560 73,674

持分法による投資利益 352,360 722,767

その他 113,651 50,528

営業外収益合計 516,972 850,227

営業外費用

支払利息 113,196 98,618

為替差損 － 124,357

その他 27,666 28,017

営業外費用合計 140,862 250,994

経常利益 252,704 1,306,832

特別利益

固定資産売却益 － 397

投資有価証券売却益 51 526,298

受取補償金 － 4,500

特別利益合計 51 531,195

特別損失

固定資産処分損 73,393 90,732

投資有価証券評価損 32,523 2,032

災害による損失 － 51,790

特別損失合計 105,916 144,555

税金等調整前四半期純利益 146,839 1,693,473

法人税等 △53,602 308,897

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,384,576

少数株主利益 17,334 54,074

四半期純利益 183,107 1,330,501
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 7,666,901 8,360,945

売上原価 6,181,992 6,740,705

売上総利益 1,484,909 1,620,239

販売費及び一般管理費 ※
 1,452,373

※
 1,457,907

営業利益 32,535 162,331

営業外収益

受取利息 256 476

受取配当金 21,365 22,640

持分法による投資利益 274,968 207,927

その他 22,888 11,933

営業外収益合計 319,478 242,977

営業外費用

支払利息 39,223 31,501

為替差損 － 27,886

その他 1,474 922

営業外費用合計 40,697 60,310

経常利益 311,316 344,998

特別利益

投資有価証券売却益 51 －

特別利益合計 51 －

特別損失

固定資産処分損 13,836 28,663

投資有価証券評価損 32,523 2,032

災害による損失 － 21,087

特別損失合計 46,359 51,783

税金等調整前四半期純利益 265,008 293,214

法人税等 △14,554 35,325

少数株主損益調整前四半期純利益 － 257,889

少数株主利益 18,678 20,216

四半期純利益 260,883 237,673
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 146,839 1,693,473

減価償却費 1,656,021 1,464,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △110,256 △68,662

受取利息及び受取配当金 △50,959 △76,931

支払利息 113,196 98,618

投資有価証券売却損益（△は益） － △526,298

持分法による投資損益（△は益） △352,360 △722,767

固定資産処分損益（△は益） 73,393 90,732

売上債権の増減額（△は増加） △1,750,016 △923,819

たな卸資産の増減額（△は増加） 146,781 △114,708

仕入債務の増減額（△は減少） 1,341,113 1,169,910

その他 42,136 165,979

小計 1,255,890 2,250,279

利息及び配当金の受取額 612,278 382,724

利息の支払額 △117,779 △116,075

法人税等の支払額 △74,022 △126,813

法人税等の還付額 31,109 301

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,707,475 2,390,416

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △151,100 △77,100

定期預金の払戻による収入 156,600 72,900

有価証券の取得による支出 － △147,557

有価証券の償還による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △777,225 △815,587

有形固定資産の売却による収入 － 450

投資有価証券の取得による支出 △161,947 △8,430

投資有価証券の売却による収入 609 863,265

関係会社出資金の払込による支出 － △319,253

関係会社株式の取得による支出 △76,832 －

貸付金の回収による収入 12,013 49,213

その他 △9,214 △8,092

投資活動によるキャッシュ・フロー △907,097 △390,192
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 395,923 △140,792

長期借入れによる収入 2,200,000 1,250,000

長期借入金の返済による支出 △2,588,331 △1,657,577

配当金の支払額 △182,535 △219,235

少数株主への配当金の支払額 － △8,300

自己株式の取得による支出 △374,273 △130

自己株式の売却による収入 － 30

その他 △685 △685

財務活動によるキャッシュ・フロー △549,901 △776,690

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,816 △119,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 253,293 1,103,668

現金及び現金同等物の期首残高 1,659,817 2,136,821

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,913,110

※
 3,240,489
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 該当事項はありません。

２  持分法の適用に関する事項の変

更

(1)持分法適用非連結子会社

　該当事項はありません。
 
(2)持分法適用関連会社
　①持分法適用関連会社の変更
 第１四半期連結会計期間より、当社保有の全株式を譲渡したため、EFTEC
ASIA Pte.Ltd.は持分法の適用範囲から除外しております。
 
　②変更後の持分法適用関連会社の数
　　　８社

３  連結子会社の事業年度等に関す

る事項の変更

該当事項はありません。

４  会計処理基準に関する事項の変

更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関
する当面の取扱い」の適用
　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準
第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に
関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用し
ております。
　これによる当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期
純利益に与える影響は軽微であります。
 
(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して
おります。
　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整
前四半期純利益に与える影響はありません。

５  四半期連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲の変

更

該当事項はありません。
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

(1)「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を
改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損
益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
(2)前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用総額の100
分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期
間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は20,917千円であります。

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

(1)「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を
改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損
益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
(2)「為替差損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとし
ております。なお、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は4,554千円でありま
す。

 

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

 税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる

場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。なお、法人税等調

整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は26,816,024千円
であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は26,195,799千円で
あります。

※２　担保資産
　担保に供されている資産で、前連結会計年度の末日
に比べて著しい変動のあるものはありません。

※２　担保資産
　　(1)　次の資産を設備資金借入金(長期借入金　　　　

1,636,712千円、一年以内返済予定の長期借入金
1,170,000千円)の担保として工場財団抵当及び不
動産抵当に供しております。

工場財団 不動産抵当

　 (千円) 　(千円)

建物及び構築物(帳簿価額) 176,491370,088

機械装置及び運搬具(〃) 239,676 －

土地(〃) 68,065317,927

計 484,233688,016

　　(2) 貸出コミットメント契約及び社内預金保全のため、
投資有価証券(帳簿価額)2,508,216千円を担保に
供しております。

　３　偶発債務
　　 　次の会社等の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

　    債務保証

Rieter Nittoku Automotive
Sound Proof Products India
Private Limited

317,811千円

SRN Sound Proof Co.,Ltd.142,965　〃

計 460,776　〃

　３　偶発債務
　　　　次の会社等の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

　    債務保証

Rieter Nittoku Automotive
Sound Proof Products India
Private Limited

362,856千円

SRN Sound Proof Co.,Ltd.171,339　〃

計 534,195　〃

 

 ４　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率
的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び
貸出コミットメント契約を締結しております。
　当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契
約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高
等は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

4,665,000千円

借入実行残高 275,100　〃

差引額 4,389,900　〃

　４　　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出
コミットメント契約を締結しております。

　　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお
りであります。
当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

4,685,000千円

借入実行残高 318,380　〃

差引額 4,366,620　〃

　※５　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理　
　　 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとし
て処理しております。当第３四半期連結会計期間末
日満期手形の金額は以下のとおりです。

 
受取手形 191,658千円

支払手形 68,578　〃

　 　

 
　  　　　　　　　　────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 1,028,736千円

退職給付費用 146,511　〃

貸倒引当金繰入額 6,368　〃

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 1,092,673千円

退職給付費用 149,246　〃

役員賞与引当金繰入額 20,000　〃

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 364,890千円

退職給付費用 68,435　〃

貸倒引当金繰入額 3,574　〃

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 386,807千円

退職給付費用 49,006　〃

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期連結累計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 2,039,045千円

預入期間が３か月超の定期預金 △125,935　〃

現金及び現金同等物 1,913,110　〃

※  現金及び現金同等物の四半期連結累計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 3,370,433千円

預入期間が３か月超の定期預金 △129,943　〃

現金及び現金同等物 3,240,489　〃
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,611,200

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,496,922

　

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第３四半期連結会計期間末残高

(千円)

提出会社
ストック・オプションとしての新株予約
権

61,519

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 133,167 6 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

平成22年11月９日
取締役会

普通株式 88,777 4 平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,991,7564,675,1457,666,901 ― 7,666,901

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

900 ─ 900 (900) ―

計 2,992,6564,675,1457,667,801(900)7,666,901

営業利益又は営業損失（△） △14,100 46,636 32,535 ─ 32,535

(注) １　事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業、自動車製品関連事業に区分し

ております。

２　各事業の主要な製品

　　①塗料関連事業・・・・・・・・・塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　②自動車製品関連事業・・・・・・自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

　
前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,827,47512,399,79121,227,266 ― 21,227,266

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

2,700 ─ 2,700 (2,700) ―

計 8,830,17512,399,79121,229,966(2,700)21,227,266

営業利益又は営業損失（△） 114,850△238,255△123,405 ─ △123,405

(注)  １　事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業、自動車製品関連事業に

区分しております。

２　各事業の主要な製品

　　①塗料関連事業・・・・・・・・・塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　②自動車製品関連事業・・・・・・自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載すべき事項はあり

ません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高の合計が、連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に塗料事業本部と自動車製品事業本部を置き、取り扱う製品・サービスについて国内及び海

外の包括的な戦略を立案し、各事業本部が密接に関係する子会社及び関連会社と連携しながら、事業活動を

展開しています。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「塗料

関連事業」及び「自動車製品関連事業」の２つを報告セグメントとしています。

塗料関連事業では、塗料の製造・販売及び工事請負を主たる事業としており、自動車製品関連事業では、

自動車用防音材、防錆塗料などの自動車部品の製造・販売を主たる事業としております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３塗料関連

自動車
製品関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,399,63314,694,29624,093,9299,02824,102,957- 24,102,957

セグメント間の内部
売上高又は振替高

10,150 - 10,150 - 10,150△10,150 -

計 9,409,78314,694,29624,104,0799,02824,113,107△10,15024,102,957

セグメント利益 180,570527,330707,900118 708,019△418 707,600

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。

 ２　調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３塗料関連

自動車
製品関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,411,2674,946,4718,357,7393,2068,360,945 - 8,360,945

セグメント間の内部
売上高 又は振替高

8,350 - 8,350 - 8,350△8,350 -

計 3,419,6174,946,4718,366,0893,2068,369,295△8,3508,360,945

セグメント利益又は損
失(△)

51,426111,612163,038△288 162,750△418 162,331

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。

 ２　調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。

　

(有価証券関係)

その他有価証券で時価のあるものの金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、

注記を省略しています。なお、当第３四半期連結会計期間において、ストック・オプションは付与して

おりません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 794円86銭
　

　 　

　 753円00銭
　

　
２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 8円23銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

１株当たり四半期純利益金額 60円16銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

 ２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額(千円) 183,107 1,330,501

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 183,107 1,330,501

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,249 22,114

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

─ ─

　
第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 11円80銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

１株当たり四半期純利益金額 10円75銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額(千円) 260,883 237,673

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 260,883 237,673

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,115 22,114

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

─ ─
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第105期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の中間配当については、平成22年11月9日開催

の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行いました。

　
①配当金の総額 88,777,196円

②１株当たりの金額 ４円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月26日

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

29/32



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

日本特殊塗料株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    江　　口    　    潤    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    麻    生    和　　孝    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    有    川    　    勉    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

特殊塗料株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月14日

日本特殊塗料株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    江　　口    　    潤    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岩    瀬    佐 千 世    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    有    川    　    勉    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

特殊塗料株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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